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気候言

上： 8月 6日、名古屋地裁で火力発電事業者
10 社に対しCO2 排出削減を求める気候訴
訟を提起した若者原告たち（撮影：田嶋雅己）

右： 7月 6日、横須賀市に飾られていた七夕の
短冊
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浅岡美恵（気候ネットワーク代表）

若者たちの気候訴訟
　火力発電のフェーズアウトに道筋を

若者気候訴訟がスタート
　連日、命にかかわる暑さが続き、関東地方も1時間雨量が100㎜を超えるほどの豪雨に見舞われた。「異
常な暑さは新たな非常態」（グテーレス国連事務総長）であり、求められているのは速やかな実際の排出削
減である。8月6日、中学生を含む全国の若者16人による日本の主な火力発電10 社に対する本格的な気
候訴訟がスタートした（https://youth4cj.jp/）。原告たちは自らだけでなく、次の世代も安定した気候のもとで
人としての人生を送れるようにと立ち上がった。記者会見で直接、それぞれの言葉でその思いを語った。
　今、世界で同時に気候異変を経験し、訴訟も増えている。訴訟上の論点も世界でほぼ共通である。オラン
ダの最高裁判決（2019 年）やシェルに削減を命じた判決（2022 年）、ドイツ憲法裁判所決定（2021年）、
米国ハワイ州やモンタナ州などでの若者訴訟は力強い援軍である。神戸や横須賀訴訟の経験も糧となってい
る。国際気候法専門メディアでも紹介され、日本の司法の対応に世界の注目が集まっている。

最優先で排出削減が求められている被告集団
　気候変動被害はいわゆる公害被害と異なり、排出行為と被害との時間的近接性、場所的近接性は意味をも
たない。1.5℃目標は、先進国は 2050 年よりも早く、科学に基づく日本の残余カーボンバジェットの範囲内
で排出実質ゼロとしていくことにかかっている。日本に巨大地震が迫っているが、地震は止めることも予知も
できない。だが、私たちは気候変動の影響を予測でき、行動によってその原因である温暖化を止めることも
できる。その時、決定的に重要なのは、過去、現在の排出量に加えて、これからの排出量のみである。
　JERAなど被告１０社は日本のＣＯ２排出量の3割以上を占める最大の排出者集団である。省エネ・再エネ
という手段を手にしている発電部門の脱化石燃料化は温暖化対策の1丁目1番地とされてきた。世界はそう
動いている。日本では JERAを筆頭に、化石燃料由来の水素・アンモニア混焼、CCS を導入予定と掲げるだ
けで、「ゼロエミッション火力」として火力を維持する方針を変えようとしていない。これは1.5℃目標と整合
しない道である。「アンモニアへの火力の燃料転換」で気候危機は解決しない。「混焼」を「移行」と言い換
えても、石炭火力の延命であることには変わりがない。若者気候訴訟は、1.5℃に間に合う時間軸で化石燃
料から再エネへの移行を求める訴訟なのだ。

世界が日本を見つめている
　日本版GX戦略は、水素・アンモニア混焼、CCS を「温暖化対策」と称し、結局のところ、火力発電と
原子力に依存した 20 世紀型エネルギー政策の延長上にある。さらに、今春制定の水素社会推進法などを盾
に公的支援を正当化し、JARO（日本広告審査機構）も広告審査を回避したままである。官民あげてグリー
ンウォッシュが展開されている。
　グテーレス国連事務総長は6月5日、化石燃料業界と広告会社に、化石燃料の広告の中止を求めた。私た
ちがJAROに「CO２が出ない火」などの広告の排除を求めたのも、同じ理由である。そこで、気候ネットワー
クは8月15日、グテーレス国連事務総長に、ますます独自の道を深めている日本のエネルギー・広告業界の
実情を通報した（https://kikonet.org/content/36135）。JAROは国際社会の検証に応えなければならない。
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鈴木康子（気候ネットワーク）

株主提案報告：
　気候変動対策を適切に監督するための気候コンピテンシー

　そこで今回は、今までとは異なる視点から気候変動対
策の強化を求めるべく、企業の取締役会の気候コンピテン
シーに関する開示を求める提案を提出しました。1.5℃シナ
リオと整合しない目標であっても、とりあえず削減目標を掲
げ、政府がGX 政策で推進するイノベーションに頼った策
を講じていれば安心と楽観できるほどの時間は残されてい
ません。今必要なのは、対策の実行です。我々の提案は、
取締役会が気候変動に関連する事業のリスクと機会の管理
が経営戦略に確実に組み込まれるようにするための監督能
力を有しているかを評価する上で必要な情報を開示するこ
とを求めるものでした。現状で公開されているスキル一覧
程度では、取締役員が気候変動リスクに対して適切な判断
を下すための知識・能力を備えているかを株主が評価する
には不十分なのです。
　３メガバンクは、取締役のコンピテンシーを求める提案
についての反論とともに、議決権行使助言会社の ISSが賛
同を表明したことに対する異論を総会前に公表していまし
た。同じく議決権行使助言会社のグラスルイスは提案に反
対するよう助言しており、意見が分かれていましたが、我々
は気候関連のリスクと機会がどのように取締役会によって
選定・評価されているかを知ることは株主にとって価値が
あることだと考えています。2社の助言がどの程度影響し
たかまではわかりませんが、企業側が今回の結果を真摯に
受け止めてくれることを願います。
　この数年の間に多くの企業は、気候変動対策を最重要
課題のひとつとして位置付け、TCFDレポートの作成・公
開などを進めてきています。提案の可決に必要な賛成票が
得られなかったとはいえ、議決権行使は選挙ではありませ
ん。米国市場の「反 ESG」の動きも懸念される中でこれだ
けの賛成率が得られたことは、それなりの数の機関投資家
が、気候に関連する事業リスクや機会について適切に管理・
監督するための能力や人材が必要であると考え、施策にお
ける実行力を求めていると言えるでしょう。

参考：【プレスリリース】世界の投資家、日本企業の気候変
動対策及び取締役会の監督能力の実効性に重大な懸念を表
明（2024 年 7月8日） | 気候ネットワーク (https://kikonet.
org/content/35796)

　気候ネットワークが 2020 年に初めて株主提案を提出し
てから、5回目となった2024 年は、気候変動対策の実効
性を重視した提案を提出することで、各社の対策を加速さ
せることを目指しました。株主提案の内容と議決権行使結
果を下表に示します。

　かつて、企業の排出削減目標は明確さに欠け、どのよう
な気候変動対策を行っているのか、実際の排出量や削減
推移を確認するための情報が不足していました。日本政府
が 2050 年ネットゼロを掲げて以降、株主からの働きか
けやTCFDなどの国際的な情報開示を求める動きもあり、
GHG排出量を含む情報が開示されるようになってきまし
た。企業が 2030/2050 年の目標を掲げたことで、化石
燃料関連事業への関与や資金提供に課題が残っているにも
かかわらず、「取り組み」に一定の評価と理解を示す機関投
資家もいますが、本当にその「取り組み」が排出削減につ
ながっているのか、あるいは、企業の事業判断が気候リス
クを回避するために有効なのかは慎重に評価する必要があ
ります。

提出先企業
( 証券コード)

議案の内容 賛成比率
(%)

三菱UFJFG 
(8306)

議案1　定款の一部変更の件
（気候変動関連の事業リスク及び事
業機会の効果的な管理のための取
締役のコンピテンシー）

25.79 %

議案 2　定款の一部変更の件
（顧客の移行計画に関する評価）

18.38 %

三井住友 FG
(8316)

議案1　定款の一部変更の件
（気候変動関連の事業リスク及び事
業機会の効果的な管理のための取
締役のコンピテンシー）

26.34 %

議案 2　定款の一部変更の件
（顧客の移行計画に関する評価）

24.21 %

みずほ FG
 (8411)

議案1　定款の一部変更の件
（気候変動関連の事業リスク及び事
業機会の効果的な管理のための取
締役のコンピテンシー）

25 %

議案 2　定款の一部変更の件
（顧客の移行計画に関する評価）

22 %

中部電力
 (9502)

定款の一部変更の件
（気候変動関連の事業リスク及び事
業機会の効果的な管理のための取
締役のコンピテンシー）

23.30 %
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る公害訴訟が環境法制の進展を大きく推し進めてきた。し

かし、そこで原告となったのは多くが成人や高齢者であり、

若い世代が原告になることは稀だった。日本は世界的に見

ても訴訟利用率が低い国として知られており、とりわけ若

い世代にとって裁判は多くの場合身近ではない。学業等と

の兼ね合いや、弁護士へのアクセス確保の困難さ等も要因

だが、最も問題なのは、公害訴訟をはじめとする社会運動

の一環としての裁判の当事者になることは、政治等の信念

において一定の傾向をうかがわせるものと社会に捉えられ

かねない風潮が日本にはあることである。

16人の決意と思い

　このような幾多の障壁を乗り越えて、この日立ち上がっ

た16人の決意を後押しした大きな要因には、年ごとに加

速的に深刻化する気候変動の影響の顕在化と、本来行う

べき気候変動対策を怠り続ける日本政府の気候政策への姿

勢、大量の温室効果ガス排出源である電力部門の方針が

ある。名古屋地裁への提訴後に開かれた記者会見で、当日

集まった12名の原告はそれぞれの思いを述べた。最年少

の原告は記者会見で「僕は今年、日傘を買いました。この

暑さは異常だと思います。」と述べた。他にも「ここ数年は

雪不足で地元のスキー場が開かれず、スキーもスノーボー

ドもできなくなった」「きっと将来のこどもたちは、夏休み

には『夏休みだ！外に遊びに行こう』ではなく『夏休みだ！

一日家の中に居よう』というようになる」といった多様な声

がきかれた。「いつか私たちが若者でなくなっても、私たち

の後の世代のために、今自分たちが果たすべき責任がある

と思って原告になった」との声もあった。訴状には、原告

らは次世代・将来世代のためのみならず、気候変動の影響

に脆弱な途上国等の人々に対する責任をも感じて提訴を決

意したと記されている（訴状 9-10頁）。

　8月6日は「広島の日」である。今年、地元の小学生か

ら「願うだけでは平和は訪れない」とのメッセージが発せら

れた。

　同じ日の昼下がり、猛暑の中で、15歳から29歳までの

若者16名が全国から名古屋地裁に集まり、大手電力会社

10 社を提訴した。許容量を上回るCO2 排出が気候変動

を悪化させ、民法上の不法行為を構成するとして、その差

し止めを求めたのである。

若者による気候訴訟の増加

　他国の気候変動訴訟でも、近時、若者が原告となるケー

スが相次ぐ。そして彼らの訴えに裁判所は耳を傾け始めて

いる。ドイツで若者によるグループが国の排出規制の強化

を求めた裁判で、連邦憲法裁判所は 2021年、現行の規

制を維持するなら、2030 年以降に排出規制を大幅に強

化しないとカーボン・バジェットを維持できないため、将

来世代に不当な負担を強いるとして、政府に対して規制の

引き上げを求めた。また、アメリカのモンタナ州で、5歳

から22 歳までの若者16人が政府を相手取り、州政府は

十分な化石燃料の資源開発規制を行わないことが、彼ら

の「清潔で健康な環境」を享受する権利を侵害すると訴え

た裁判でも、同州の地方裁判所は2023 年、若者の権利

侵害を認めた。韓国でも2020 年に、25歳以下の子ども

（胎児を含む）62名を加えた総勢250 名以上の原告が、

国の適切な温室効果ガス排出規制を求めて裁判を提起し

た。ほか、米ハワイ州では、若者が運輸部門の脱炭素化

を求めて提起した裁判で、州が若者の主張を大幅に容れ、

和解が成立している。

若者が日本で裁判を起こすことの難しさ

　日本は1990 年代後半に多くの公害を経験し、市民によ

一原雅子（総合地球環境学研究所 京都気候変動適応センター 特別研究員）

若者もまた「私達の後の世代のために」闘うために
立ち上がった日
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今回の訴訟の特徴① 
　排出行為の不法行為性を争う

　日本の気候変動訴訟の先例である神戸・横須賀の石炭

訴訟と比較した時、今回の訴訟は原告が皆若者であるとい

う点に加えて、少なくとも以下の２つの点が特徴的である。

　第１に、原告らの請求が民法上の不法行為に基づく一部

差止請求である点である。神戸と横須賀では、気候変動

による悪影響が、誰もが人として持つ、平穏に生活できる

権利（人格権の一内容である平穏生活権）を侵害すること

を理由として、被告発電所の操業の差止請求が行われてい

た。これに対して今回の訴えは、気候変動を不当に深刻化

させるような排出行為自体が不法行為にあたるという理由

で、被告の排出行為の差し止めを求めている。

　実際には、私たちの生活はすでに深刻な気候変動影響

によって、平穏に暮らすことが難しくなっている。夏の外

出が命の危険を伴い、豪雨で交通機関が止まることも増え

た。それでも裁判所は平穏生活権侵害を認めなかった。今

回の訴訟における原告の請求は、平穏生活権侵害ではな

く、被告10 社の排出行為、ひいてはそれによって気候変

動を加速化させること自体をとらえて、他者の権利侵害を

生じさせないための義務を果たしていないことを理由に不

法行為に当たると主張しているのである。

　民法709 条は「故意又は過失によって他人の権利又は

法律上保護される利益を侵害した者は、これによって生じ

た損害を賠償する責任を負う」と定める。原告らは訴状

で、今日の既に顕在化している深刻な気候変動影響やカー

ボン・バジェットの逼迫、パリ協定やグラスゴー合意等を

はじめとする国際合意を前提にすると、IPCCが求める水

準の排出削減は「原告らが危険な気候変動の悪影響から護

られる権利のための現代の国際社会の公序である」と主

張している。他者の権利侵害を生じさせないために行為者

に課せられる注意義務として、この国際社会の公序が法的

義務を構成すると考えるのである。実際、2019 年に気候

変動の影響が人権を侵害することを認めたオランダのUrg

enda Foundation v. the State of the Nethelands 事

件では、原告らは国が適切な気候変動対策を講じないこと

が、国民の権利を侵害し、民事不法行為を構成すると主張

していた。

　記者会見で原告代理人の一人である浅岡弁護士は「709

条は極めて柔軟な、時代の変化にあわせて使いやすい規

定。過去の公害裁判でも709 条が活用されてきた」と述

べた。

今回の訴訟の特徴② 
　全国の電力会社の責任を問う

　第２に、大手電力会社10 社を被告としている点である。

神戸と横須賀では各々の地元における１つの発電所（神戸

の民事訴訟はその子会社と売電先の電力会社を含む）を対

象としていた。しかし、他の電力会社を含む不特定多数の

排出源が世界中に散在する中で、裁判所は、被告とされた

電力会社による排出のみを切り出して、彼らに差止義務を

負わせるだけの責任を基礎づけるのに足りる因果関係を認

めることはなかった。この点、この訴訟では温室効果ガス

の大量排出を継続している主力火力発電事業者集団をまと

めて被告とすることで、大量の温室効果ガス排出主体であ

る電力会社10 社の排出行為の総体を関係の一端におき、

従来よりは強固な関係が認められ得る。

具体性・合理性を伴わない対策だけでは
気候変動は止められない

　様々な新規性を持つこの訴訟は、これから始まる戦いの

中で、未知の課題に直面することも、裁判が長期化するこ

ともあり得る。それでもある原告は、裁判が長期に及ぶ可

能性について「長い時間をかけることも必要なことだと考え

ている」と話した。

　平和と同じように、「具体性・合理性を伴わない対策だけ

では気候変動は止められない」。勇気をもって立ち上がった

彼ら、そして裁判の趨勢を見守りたい。

　　　　　　　　若者気候訴訟ウェブサイト
　　　　　　　　（https://youth4cj.jp/）
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まとめ：森山拓也（気候ネットワーク）

エネ基連続ウェビナー第1回　「福島原発事故と原子力」

棄物も増えてしまい、廃棄物の保管スペースの余裕もなく
なっています。
　敷地内では重大な事故も多発しています。これまでに、
漏れ出した高線量の処理水を作業員が浴びて被ばくする事
件や、汚染木材チップの火災未遂事件、作業員の感電事
件などが起きています。東電が過去に起きた同様の事件の
教訓を活かせていないことも明らかになりました。
　以上のような問題を考えると、東電に柏崎刈羽原発を再
稼働する資格はあるのかという疑問が浮かびます。東電は
全てのリソースを福島第一原発の事故処理に費やすべきで
はないかという問題提起がなされました。

「避難の権利」を認め人々の健康を守る政策を
　続いて敷地外について、除染や健康調査の現状を報告い
ただきました。元々、原子力事業者は、公衆に1mSv/ 年
以上被ばくさせてはいけません。しかし、原発事故で広範
囲に生じた放射能汚染土壌に対処するため2012 年に成立
した「除染特措法」は、「20mSv/ 年未満である地域につ
いては、長期的な目標として、1mSv/年以下となることを目
指して除染する」と定め、住民の1mSv/年以上の被ばくを
容認しています。これはダブルスタンダードであり、人々か
ら避難の権利を奪う政策になってしまっています。
　国や市町村による除染が進み、避難指示を解除された
地域が広がる一方で、除去した汚染土の保管も問題になっ
ています。福島県外で保管される汚染土や指定廃棄物も増
えていますが、各県は長期管理施設を確保できておらず、
住宅のそばに汚染土が積まれているような例も生じていま
す。汚染土の最終処分が困難なため、環境省は 2016 年
に、線量が 8000Bq/kg 以下の汚染土を公共事業におけ
る盛土等として全国で再生利用できるとする方針を示しまし
た。汚染土の再生利用先はその後、農地にも拡大していま
す。地震や洪水などの災害が多い日本で、インフラや農地
に使う土壌を長期間管理できるのかは疑問です。
　子どもの甲状腺がんも増加しています。国も福島県も、
チェルノブイリと比較して福島での被ばくは少なかったなど
と、さまざま理由をつけて因果関係を否定しますが、実際
には 37 万人中 1080 人しか事故直後に測定できていませ
ん。本来なら早期発見・早期治療のために検査を拡大すべ
きです。また、福島県の甲状腺検査では、検査で経過観

　経済産業省に設置された基本政策分科会でエネルギー
基本計画（エネ基）の改定に向けた議論がスタートしまし
た。今回のエネ基の改定では、気候危機を回避し、原発
や化石燃料に依存した既存のエネルギー構造を抜本的に
変えていくことが求められます。しかし、現状の議論の方
向性は非常に問題が多くなっています。その一つが原発回
帰です。そこで原子力をテーマに、福島原発事故をジャー
ナリストの立場から追ってきたまさのあつこさんと、気候変
動問題や原子力問題に取り組む環境経済学が専門の大島
堅一さんからお話しいただきました。

福島原発の事故処理ができない東電に原発再稼
働の資格なし
　まさのさんには「福島原発事故と13 年後の今」と題し
て、福島第一原発の敷地内（オンサイト）と敷地外（オフサ
イト）で何が起きているのかを報告していただきました。
　まず、敷地内について、東京電力は核燃料物質汚染によ
る災害防止のために「実施計画」を策定し、原子力規制委
員会が認可し、事故処理を進めることになっています。東
電は中長期ロードマップの中で、30 ～ 40 年かけて事故処
理と廃炉を終了させるとしています。しかし目標工程のほと
んどは達成されておらず、例えば 2021年内としていた燃料
デブリ取り出し開始は、2024 年 7月になってもまだです。
　溶け落ちた燃料が固まった燃料デブリは、1～3号機の
合計で 880トンもあり、取り出しは非常に困難です。原子
炉格納容器の中は人が数十秒で死亡するほど高線量で、
原子炉建屋の中も短時間の作業であっても困難です。その
ため、燃料デブリや周囲の状況の正確な把握すらできてい
ません。東電は今年 8～10月頃に燃料デブリ3gの試験
的な取り出しを計画していますが、線量が取り出しに可能
な24mSv/hを下回る保証はありません。取り出しできたデ
ブリは茨城県の日本原子力研究開発機構へ運搬するとして
いますが、高線量のデブリを運搬する手続きは定まってい
ません。事故から13 年で 3g 取り出すペースで計算すると、
全ての燃料デブリ取り出しには 38 億年がかかります。
　敷地内で増え続ける汚染水の処理も課題です。ALPS 処
理が済んだのは、保管されている汚染水の3割ほどです。
海洋放出されるALPS 処理水にも放射性物質が含まれて
います。処理をするほど、吸着塔やフィルタなどの2 次廃
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察となると、「診療」扱いとなり検査の枠組みから外れ、後
に甲状腺がんと診断されても発症数として数えられず、事
実が隠蔽されてしまう問題もあります。疫学分析をしっかり
と行い、被ばくに関する数々の国際研究も活かして、子ど
もの甲状腺がんの因果関係を明らかにし、さらには被ばく
労働や防護政策に反映することが必要です。

原発と気候危機対策
　福島原発事故を経験し、それまでの「原発は安い」「原
発は安全」という説明が通用しなくなったことで、原発推
進派がいま頼っているのが、「気候変動対策に原発が必要」
という説明です。大島さんには、「気候変動と脱原発」と題
して、原発は気候変動対策をかえって妨げることを解説して
いただきました。
　今年 7月現在、日本で稼働中の原発は12 基で、全国の
電力供給に占める原発の割合は4～ 6% 程度にとどまりま
す。福島原発事故前と比べると原発の役割は大きく低下し、
事業からの撤退が相次ぎ技術の維持や人材の確保も課題
となるなど、原子力産業は存続の危機に陥っています。こう
した背景の下、GXやエネ基の議論では原子力産業をいか
に維持するかが検討されており、気候危機対策の視点が欠
けています。

原発は気候危機対策に間に合わない
　気候危機対策の残り時間に注目すると、2050 年までに
世界の全エネルギーの脱炭素化が必要であり、電力につ
いては 2030 年代のできるだけ早い時期に脱炭素化が必
要です。原発の建設期間は10 ～ 20 年と長く、近年は長
期化が進んでいます。2025 年に建設を開始しても完成は
2040 年を越える可能性が高く、2030 年代の電源の脱炭
素化に間に合いません。また、原発は40 ～ 60 年で廃炉
となり、次々に更新する必要があるため、既設原発の再稼
働を進めても、2030 年に電源の原子力比率 20 ～22%と
いう政府の目標の達成は不可能です。
　政府は次世代革新炉の開発・建設も掲げていますが、
原子力開発史を振り返ると、高速増殖炉や新型転換炉の
試みは全て失敗し、資金面でも壮大な無駄となりました。
新型炉開発は、実験炉、原型炉、実証炉、商用炉の段階
を踏んで進められますが、次世代革新炉の多くは実験炉や
原型炉にも至っていません。

再エネ導入拡大と矛盾
　原発は発電で CO2を排出しないことがメリットだとされ

ますが、123ヵ国の25 年間のデータを分析した研究では、
原発の発電量の多さはCO2 排出削減に影響を与えないこ
とが示されています。
　原子力と再エネの利用は相互に矛盾することにも注意が
必要です。原子力に熱心な国は再エネ導入量が伸びていま
せん。1.5℃目標達成に向けた原子力と再エネの貢献度を
比較した研究では、電力を再エネ100%に近づけることに
よる1.5℃目標達成は可能だが、原子力100%では不可能
で、50%でも難しいことが示されています。
　原子力によるCO2 排出削減は、エネルギー効率化や再
エネなどの他の手段と比べ、高コストなのも問題です。また、
再エネは次世代技術になるほどコストが下がりますが、原発
は次世代技術になるほどコストが上がる特徴もあります。
　再エネは小規模分散の運用が向いていますが、原発は
大規模集中の電源であり、電力システムの最適化の在り方
が異なります。現在の電力システムは原発が優先されてお
り、再エネは出力制限を受けるなど、導入拡大が阻まれる
結果となっています。

原発で未来を縛ってはならない
　原発による被害と気候変動による被害は、①被害が大き
く不可逆的、②被害・影響が不平等に発生、③世代を超
えて被害が及ぶという点が共通しています。原発の新設や
活用がエネ基に明記された場合を想像すると、どうなるで
しょうか。2025 年に建設開始、2040 年に運転開始した
場合、運転の終了は 2100 年頃、廃炉完了は 2130 年頃
で、さらに放射性廃棄物の管理も含めると23 世紀以降の
未来まで縛ることになってしまいます。
　エネ基には実現不可能な原子力推進計画を盛り込むべ
きではありません。原子力産業は経済的に破綻し衰退して
いることをふまえ、脱原発政策へ転換することが必要です。
省エネルギーと再エネを組み合わせた、原発無しの現実的
なカーボンニュートラルを目指し、産業構造の転換や雇用
創出、持続可能なまちづくりに取り組むべきです。

　質疑応答では参加者から非常に多くの質問が寄せられ、
このテーマへの関心の高さが垣間見えました。気候ネットワ
ークではエネ基の課題を理解するための連続ウェビナーを
企画を今後も開催する予定です。今回のウェビナーの録画
や資料、次回以降の予定などは、気候ネットワークのウェブ
サイト（https://kikonet.org/content/35810）
でご覧になれます。

連載 連載 ❺
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小川祐貴（株式会社イー・コンザル 主任研究員）

はじめに
　脱炭素な暮らしは今あるモノで十分に
実現できます。本稿では今あるモノでやっ
てみた脱炭素な暮らしの例として、私の
自宅（戸建て住宅）でのエネルギー利用
の様子と暮らしの実感をご紹介します。
　今あるモノで脱炭素な暮らしを実現す
るポイントは「断熱」「オール電化」「太
陽光発電」「電気自動車（EV）」です。
表1に概要を示していますが、どの設備・
機器も日本国内で普通に購入可能な「今
あるモノ」です。

数字で見る脱炭素化した暮らしのエ
ネルギー利用・CO2 排出量・経済性
　この住宅に家族 4人で1年間（2023
年 4月～ 2024 年 3月）暮らした間の
エネルギー利用に関連するデータを記
録・集計してみました。

　図1に年間の電力需給の様子を示し
ます。太陽光発電による発電電力量は
約14.8MWhで充電分も含めると50%
以上は自宅で消費しています。充電以外
の宅内消費電力量は近畿地方の戸建て・
オール電化住宅の平均（2018～2022 年
の家庭 CO2 統計を平均）と比べて20%
以上省エネでした。なおEVの走行によ
る消費電力量は0.8MWhほどです。
　CO2 排出量に換算すると年間排出量
は0.57t-CO2（買電分には関西電力の調
整後排出係数〔2022 年度実績〕を適用）
で、自動車の燃料消費も含む近畿地方
の戸建て住宅平均と比べると85%削減
になります。さらに再エネ由来の電気を
購入することで脱炭素化が可能です。
　宅内消費分の電気を全て買電した場
合、年間の電気料金は約11万円です（電
気料金単価 28 円 /kWhで計算）。しか

し実際の買電量はずっと少ない上に、余
剰分約 7.1MWhを売電しています。国
の固定価格買取制度で売電（16 円 /
kWh）したとすると、電気料金との差し
引きで年間約 9万円の収入になります。

実感した豊かさと安心
　率直な実感として、今の自宅になって
生活が快適で豊かになったと感じます。
以前はほぼ無断熱の住宅に住んでいまし
たが、寒暖差アレルギーで特にお風呂
上がりに少しの間くしゃみが止まりません
でした。今は断熱性能が格段に向上し、
寒暖差アレルギーは出なくなりました。
窓も断熱性能が高くなり、結露や黒カビ
が一切なくなりました。様々な研究・分
析で住宅の断熱性能を高めると健康状
態が改善すると指摘されていますが、そ
のことを身をもって実感しています。
　またエネルギーの多くを自給しており、
エネルギー価格の変動による影響が小さ
く済む安心感があります。災害への備え
としてもエネルギーを自給できる仕組み
が安心につながっています。停電しても
数日は普段と同じようにエネルギーを使
えることはV2Hシステムの大きな強みで
す。システムそのものが高価で現時点で
は経済面だけを見ると採算はとれません
が、リスクへの備えとして価値ある投資
だと捉えています。

おわりに
　住宅で使うエネルギーの脱炭素化は
「今あるモノ」で十分可能です。そして脱
炭素化だけでなく、快適・健康な暮らし
やリスクへの備えも同時にできる大きな
メリットがあります。個人や地域などで
住まいを考える際は、ぜひ脱炭素仕様
の豊かな住まい方を頭に置いてもらえる
と嬉しいです。

参考情報：株式会社イー・コンザル「今からでき
る家庭の脱炭素化」
https://www.e-konzal.co.jp/blog/zero-
carbon-home23/

図１　脱炭素化した住宅における電力需給の例（年間）
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表1　脱炭素化した住宅の例

ポイント 性能 設備などの概要
断熱 断熱等級 6 屋根・壁面に断熱材を使用

窓に樹脂サッシ・Low-E複層ガラスを使用
オール電化 - エコキュート・IHクッキングヒーターを使用

エアコンは1階・2階にそれぞれ1台ずつ設置
太陽光発電 設備容量：9.5kW パネルは11.4kW分設置
電気自動車
（EV）

蓄電池容量：40kWh V2Hシステム（Vehicle to Home＝ビークル・トゥ・ホー
ム＝「自動車から家へ」の略）を設置
※EVの蓄電池に蓄えた電気を住宅で利用するシステム
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この度、理事に就任させていただき、日頃からご支援いただいているみなさま
に感謝申し上げます。

気候ネットワークでは、以前は小学校への出前授業「こどもエコライフチャレ
ンジ」等にも参加させていただきました。ここまで気候変動訴訟の研究をして
きたこともあり、今は主に訴訟関係に関わらせていただいています。多くの日
本人にとって裁判は身近ではないかもしれませんが、裁判所は人権の砦ともい
われる機関で、社会的に弱い立場におかれる人々が国政に対して直接声を届け
るたいへん有効な手段です。８月に提訴された若者気候訴訟を含めて、これ
からも自分にできる事を探しながら日本の気候変動訴訟を応援していく所存
です。どうぞよろしくお願いいたします。

皆様、よろしくお願いいたします。医療従事者が主体的に気候変動対策を推
進する団体、一般社団法人 みどりのドクターズ 代表理事です。2003 年滋賀
医科大学卒、総合診療医として、京都民医連中央病院・名古屋大学総合診療
部研修等を経て、2013 年に地域の皆様と一緒に医療生協こうせい駅前診療
所を滋賀県湖南市に開設しました。プライマリ・ケア連合学会 指導医、在宅
医学会専門医。病児保育室併設、保育園園医、作業所管理医など、2か月の
ワクチンから100 歳の在宅看取りまで、地域包括ケアのど真ん中で日常臨床
をしています。2021年みどりのドクターズを発足、2023 年一般社団法人化。
現在70 名ほどのメンバーとともに、医療界の内外に対して、『気候変動はいの
ちに直結する問題』として啓発活動を行っています。『医師たちの気候変動啓
発プロジェクト』、シンクタンク日本医療政策機構さんのアドバイザリーボード
にも参画しています。

このたび理事に就任する機会をいただき、心よりお礼申し上げます。

大学院時代に気候ネットワークでインターンを経験し、卒業後は気候政策シ
ンクタンク InfluenceMapやクライメートテック企業での勤務を経て、現在は
Protect Our Winters(POW) Japan のアドバイザーを務めています。POWは
「冬を守る」という使命のもと、米国で設立された団体です。日本では 2019
年に活動を開始し、気候変動の影響を受けるスノーコミュニティの脱炭素化と、
スノーコミュニティの声を気候政策に反映させる後押しをしています。

スノーコミュニティの多くが地方に根ざしているという点で、気候ネットワーク
の地域脱炭素の取り組みとも重なる部分が多くあります。理事として、両団体
のシナジーを生み出せるよう尽力してまいります。よろしくお願い申し上げます。

一原雅子

佐々木隆史

武井七海

気候危機が極めて深刻化している状況下で、気候ネットワークの組織強化と
活動の活性化に向けて、新たに3名の方に理事に加わっていただくことにな
りました。新理事からのメッセージをお届けします。
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兵庫

地球環境市民講座「温暖化で迫る食料危機！？～農業・水産業への影響と対策～」
●場所　兵庫県三木市細川町（8:50 に大阪市梅田大阪駅前第 4ビル御堂筋側集合）
●費用　3,000 円（バス代一部実費）　　●主催　地球環境市民会議（CASA）、自然エネルギー市民の会（PARE）
●詳細　https://www.casa1988.or.jp/2/024/0608.php
▼第 4回…9月 20日（金）9：00～ 14：00「コープこうべエコファーム見学」
　　　　　見学場所：エコファーム、ソーラーシェアリング、コープこうべなど 

兵庫

気候アクションウィーク ̶今と未来のために̶
●日時　9 月 14日（土）～ 29日（日）の期間に実施するアクションを募集しています。
　　　　上記の期間での開催が難しい場合は、多少前後しても構いません。
●詳細　https://watashinomirai.org/actionweek2024_kikaku/　　●主催　ワタシのミライ

全国

第66回人権擁護大会プレシンポジウム
「地域の持続可能性と再エネ・省エネへの挑戦―地元で作り出す再生可能エネルギーの魅力―」
●日時　9 月 15日（日）14:00 ～ 16:00（開場 13:30）　　●参加方法　現地またはオンライン参加　　
●場所　京都弁護士会館 地階大ホール　　
●詳細　https://www.kyotoben.or.jp/event.cfm#10000561　　●主催　京都弁護士会

全国

市民電力ゼミナール2024「PPA～需要家と発電所をつなぐ取組の今」
●開催方法　オンライン（Zoom）
●各回参加費　一般 1500円、当会会員 or 障碍者 1000 円、25歳以下無料　　●主催　（特非）市民電力連絡会
●詳細　https://peoplespowernetwork.jimdofree.com/kouza/ 
▼第 6回…9月27日（金）19:00～「これからの市民発電所の生きる道～地域主導PPAが足元の持続可能性を拓く（仮）」
　　　　　講師：手塚 智子さん（市民エネルギーとっとり） 

大阪

世界気候アクション in大阪　＃気候危機はいのちの問題
●内容　集会：集会 : 気候危機・温暖化を防止するための思いや訴え
　　　　マーチ：御堂筋を北へ、西梅田公園周辺まで行進し、沿道のみなさんに訴えます。
●日時　9 月 22日（日）16:00 ～ 17:30　　●場所　中之島公園（大阪市中央公会堂前）
●詳細　https://www.casa1988.or.jp/2/024/0922.php　　●主催　ワタシのミライ・大阪

全国

全国

第66 回人権擁護大会シンポジウム
第3分科会「人権保護としての再生可能エネルギー選択～
地球環境の保全と地域社会の持続的発展を目指して～」
●日時　10月3日（木）12:30 ～18:00
●参加方法　現地またはオンライン参加
●詳細　https://www.nichibenren.or.jp/event/year/2024/241003_04.html
●場所　名古屋国際会議場イベントホール
●主催　日本弁護士連合会

全国

若者気候訴訟　訴状勉強会
●日時　9月28日（土）14:00 ～16:00
●参加方法　現地またはオンライン参加
　（オンライン参加は要申込）
●場所　愛知県名古屋市熱田区沢下町 9-3 
　労働会館本館2F 第1～3会議室
●詳細　https://youth4cj.jp/
●主催　クール・クライメートあいち

日本各地からアクショ
ン企画を募集！

日本各地からアクショ
ン企画を募集！

あなたの街でも企画し
ませんか？

あなたの街でも企画し
ませんか？
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エネルギー基本計画　連続ウェビナー　　第4回　電力部門における火力発電
●日時　９月 11日（水）14:00 ～ 15:30　　●開催方法　オンライン（ZOOM）
●プログラム　講演：アベイトメント・対策のとられた発電とは　浅岡美恵さん（気候ネットワーク）　
　　　　　　　講演：石炭火力と LNG火力の現状と課題　田村堅太郎さん（地球環境戦略機関）　
●参加費　無料　　●詳細　https://kikonet.org/content/36166

すでに終了した連続ウェビナーは次のアドレスからご視聴いただけます。
　第1回　福島原発事故と原子力　7月 29日開催　https://kikonet.org/content/35588
　第2回　エネルギー基本計画と気候変動対策　8月 9日開催　https://kikonet.org/content/35873
　第3回　1.5℃未満のカーボンバジェットと日本の削減　8月 27日開催
　　　　　  https://kikonet.org/content/36018

JBC４周年イベント：エネルギー基本計画改定で石炭火力をゼロにできるか
2020年に Japan Beyond Coal（JBC）が発足してから４年経ちましたが、いまだに日本では発電で火力発電が大半
を占め、化石燃料の燃焼によるCO2の排出が気温を押し上げています。私たちが希望を捨てずに、未来に向けて持続
可能な社会を描けるのか、本当に重要なタイミングです。多くの人たちとともに日本の電力のあり方を考えていきます。
●日時　９月 20日（金）10:30 ～ 12:00　　●会場　日比谷図書文化館（千代田区）小ホール
●開催方法　会場とZOOMのハイブリッド開催
●プログラム（予定） 　１．日本の石炭火力：この 4年を振り返る
　　　　　　　　　　　２．第７次エネルギー基本計画と石炭火力
　　　　　　　　　　　３．地域活動紹介
　　　　　　　　　　　４．若者気候訴訟紹介、他
●詳細　https://beyond-coal.jp/action/

ウェビナー「1.5℃へのアクション連続セミナー」　　第 4回　市民・企業・自治体は1.5度をめざす
●日時　10 月 3日（木）14:00 ～ 15:15　　●会場　オンライン（Zoomウェビナー）
●登壇者　田中健さん（WWF ジャパン）、鈴木かずえさん（グリーンピース・ジャパン）
●参加費　無料　　●主催　Climate Action Network Japan （CAN Japan）
●詳細　https://kikonet.org/content/36122

チャレンジ1.5 ライオンズクラブ環境セミナー
　脱炭素に向けた市民・地域のチカラ
●日時　9 月 22日（日）14:00 ～ 17:00　　
●会場　キャンパスプラザ京都（京都市）
●プログラム（予定）
　　オープニング
　　第 1部　科学者とアスリートからのメッセージ
　　第 2部　脱炭素に向け、地域や私たちができること
　　クロージング
●登壇者 五郎丸歩さん（ラグビー元日本代表・オンライン）、江守正多さん

（東京大学）、井本直歩子さん（SDGs in SPORTS）、野々山宏さん
（ライオンズクラブ国際協会 335-C 地区）、東ゆかりさん（TERA 
Energy 株式会社）、中西航さん（龍谷大学）、他

●主催　ライオンズクラブ国際協会 335-C 地区
●共催　気候ネットワーク　　●参加費（要事前申込）　無料
●詳細　https://www.kikonet.org/content/36209

気候言　解説

気候ネットワーク内でも話題の

「虎に翼」。作中の裁判で尊属

殺人への重罰規定の是非が問わ

れた時、この規定が法の下の平

等に反すると主張し反対したの

は、最高裁判事 15人中 2人だ

けでした。今回の気候言は、「2

人じゃ何も変わらないよ」と嘆

く甥に対し、主人公の寅子が返

した言葉です。小さな声がやが

て大きく広がり、社会を変えた

事例は数多くあります。これか

らも、きっと。
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再生紙にバイオマス発電による自然エネルギー（19.8kWh）で印刷しました。

ひとこと
※スタッフが毎号交代で最近の出来事や思ったことをお伝えします

スタッフから

認定特定非営利活動法人 気候ネットワーク
https://www.kikonet.org
京都事務所 東京事務所
〒604-8124 〒102-0093 
京都市中京区帯屋町574 高倉ビル305 東京都千代田区平河町 2-12-2 藤森ビル 6B
Tel：075-254-1011／ Fax：075-254-1012 Tel：03-3263-9210／ Fax：03-3263-9463
E-mail：kyoto@kikonet.org E-mail：tokyo@kikonet.org

X：@kikonetwork
facebook：https://www.facebook.com/kikonetwork
Instagram：kikonetwork

オンラインでクレジットカードによる
会費や寄付の支払いが出来ます。
より一層のご支援を
よろしくお願い致します。
寄付・会費等のお支払は
以下の口座にお願いします。

郵便口座
　00940-6-79694（気候ネットワーク）　　
　ゆうちょ銀行振込口座 　当座　099店　
0079694

銀行口座
　滋賀銀行　京都支店
　　普通預金　940793
　　　　　（特定非営利活動法人気候ネットワーク）
　近畿労働金庫　京都支店
　　普通預金　8789893（気候ネットワーク）

気候ネットワーク通信158号　2024年 9月 1日発行（隔月 1日発行）
企画・編集：田浦健朗　森山拓也
デザイン・DTP：武藤彰子　豊田陽介

戦後、旧満州から命からがら引き上
げ帰国した祖母は、戦争がいかに悲
惨だったかよく話してくれた。晩年に
は「戦争と原発だけはダメだ」と言っ
て2011 年の秋に亡くなった。どち
らも危うい時代になり、祖母の言葉
をいつも思い出す。

この夏、写真展「神戸
の石炭火力発電所問
題に向き合った市民
の記録」を開催する
にあたり、これまでの
報道記事をまとめまし

た。2017年以降、158 件以上の記
事を通じて、多くの方 と々共に脱石炭
の必要性を訴えてきたことを振り返り
ました。現在、第 2回の写真展も企
画中ですので、乞うご期待ください。

パリオリンピックの報道を見
ていると、日本人選手ばかり
が取り上げられ、外国人選
手の活躍がほとんど報じられ
ません。「スポーツを通じた
国際理解」というオリンピッ
ク憲章の根本原則を無視しています。猛暑
や災害ばかりを報じ、その背後にある気候
変動にほとんど触れることのない天気予報
も、本質を無視している点で同じです。

猛暑と酷暑、どちらも一
日の最高気温が 35℃
以上というのでは同じ
だそうです。40℃以上
になったら何と呼ぶので
しょうか。昨年は 9月
になっても暑かった。食いしん坊として
は味覚の秋がどうなるのか心配です。

家族が通った近所の中学
校での話。ある生徒が役
員立候補の公約として掲げ
た「ヤギで校内を除草する」
が卒業後に実現したとのこ
と。そのために学内外の多

様な人が関わったそうです。アイデアの斬
新さはもとより、雑草に困る当事者である
こどもと大人が共に問題解決に向けて行動
したエピソードに胸が熱くなりました。

夏の風物詩、ミニ四駆のジャパン
カップに25 年ぶりに出場しました。
自宅のベランダ太陽光発電で充電し
たバッテリーを電源に、自慢のマシ
ンがサーキットを駆け抜けました。

桃井

東日本大震災の震災遺構と伝承館を
見て回りました。当時と比べ復興への
政府・自治体の意欲の欠如を、能登
の状況を伝え聞く限りでは感じます。
市民の自助共助には限界があり、気
候災害も深刻化する今、改めて公助の
あり方を問うことが必要ではないでしょうか。

10 年ほど前、気温 40℃越えのイ
ンドから帰ってきた知人の話を聞い
て、その時はインドは暑いな、日本
とずいぶん気候が違うなとどこか
遠い国の話でした。ですが、今年
の猛暑を見るに、日本でも気温が

40℃を超える日が続く夏が現実味を帯びてきた
感じがします。

昨年の猛暑の影響で米の卸
値が11年ぶりの最高値とな
りました。記録的猛暑の今
夏、うちの田では 2 週間ほ
ど早く穂が出て高温障害のリ
スクが高まっています。7月

に米どころで水害が発生したりと、米の調達
が難しい時代の始まりかもしれません。

世界的なベーシックイン
カムの導入によって脱炭
素社会と世界の国内総
生産（GDP）2 倍以上
を実現させるという研究
結果が出されていたそう
です。ベーシックインカ

ムの財源の一部には炭素税を充てるシ
ナリオになっていて、様々な危機を乗り
越える新しいセーフティネットとして提
唱されているようです。

※スタッフが毎号交代で最近の出来事や思ったことをお伝えします

森山

次の方から寄付をいただきました。
誠にありがとうございました。（順不同・敬称略2024年7月～8月）
金田 正彦、澤田 順子、豊田 猛、野原 敏雄、林 卓生、安本 皓信、梶原 登喜子、
大田 美佐代、園田 美恵子、山中製菓株式会社、長谷 博幸、宮本 平一、山本 悟、
篠崎 彰、上領 園子、清水 映夫、藤井 信英、伊与田 昌慶、千 宗室、宮田 浩和、松本 和子、
TERA Energy 株式会社、安藤 輝雄、聖心女子大学、中須 雅治、森崎 耕一

廣瀬

田中

宮後

鈴木

深水

延藤

山本

丸田
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